
















































































12 月から 2002 年 2 月にかけて実態調査を行い，
その後，数回の補足調査を行った。調査対象農家
は 47 戸である。そのうち茶生産を行い，農業経











し，茶栽培面積は 1965 年の 4 万 8,500 ha から
1980～1983 年には 6 万 1,000 ha に達しピークを
迎えた。その後，茶栽培面積は減少に転じ，2002
年には 4 万 9,700 ha になった。その後も減少傾向
は続き，2017 年には高度経済成長期前の水準で












動し，1965 年に約 7.7 万 t であったものが，1975
年には 10.5 万 t へと増加した。その後，10 万 t
を下回る時期が続いたが，2004 年には 10 万 t 水
準を回復した。しかし 2009 年には 9 万 t を割り
込み約 8.6 万 t へと減少した。2015 年の茶生産量
は約 7.9 万 t になった。
　茶栽培農家数も 1965 年に 126.9 万戸を数えて
いたが，1999 年には 23.9 万戸に減少した。2001






るものである（第 1 図）。茶価格の変動は 2 側面
から検討する必要がある。まず第 1 に，茶期別の
価格の変化である。1 番茶が高価格であるものの，
1970 年頃までは 2 番茶価格，3 番茶価格とは一定
の価格差を保ってきた。しかし 1970 年代後半以
降，1980 年代初めにかけて 1 番茶価格は急上昇
した後，1990 年代後半まで乱高下を繰り返しな
がらも上昇してきた。その結果，1980 年以降，1
番茶と 2 番茶，3 番茶との価格差は拡大していっ
た。そのため各農家は 1 番茶生産に特化していく
ことになったのである（小泊 2003）。
　第 2 に，2000 年代初頭以降，1 番茶，2 番茶，
3 番茶いずれもが乱高下しつつ価格が低落してい
ることである。1 番茶価格は，1980 年代は概ね
1 kg 当たり 2,000 円台後半で推移し，1989 年の
それは 3,060 円を記録した。それ以降，2017 年に
至るまで 1 kg 当たり価格が 3,000 円を超えたの
は 1996 年と 1999 年だけである。一貫した価格低
迷，低落傾向が 20 年近く続いているのである。　
　1990 年代半ばまでの 2 番茶，3 番茶の価格変化
は小さい。2 番茶価格は 1,000 円前後を推移し，3
番茶価格は 500 円～800 円の間を推移していた。
しかし 2000 年代初頭以降，2 番茶，3 番茶価格と
もに下落傾向を示している。とりわけ 2006 年以
1272000 年代初頭の福岡県八女山間地域における茶生産の展開
降の 2 番茶，3 番茶の価格低落が著しい。2 番茶
































1975 年には 13,914 工場を数えたが，2000 年には
8,413 工場，2017 年には 4,698 工場まで減少した
（第 1 表）。経営形態別の製茶工場数は，2017 年
は個人工場 3,427，共同工場 568，農協工場 212，
会社経営工場 483，その他工場 8 である。個人工
場数が未だ 73.0％を占めるが，2000 年の 1 工場
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社経営工場である。2017 年には全工場の 10.3％
を占めるようになり，2000 年の 1 工場当たり荒












































































経営形態別の 1 工場当たり荒茶生産量（t） 1 工場当たり


































　　4）2017 年の経営形態別の 1 工場当たり荒茶生産量は不明である。
1292000 年代初頭の福岡県八女山間地域における茶生産の展開
尾地区の総戸数は 70 戸，そのうち 62 戸が農家で
あったが，2000 年には総戸数 62 戸，そのうち農
家は 46 戸に減少した。2010 年には総戸数 56 戸，
販売農家は 31 戸，非農家は 20 戸を数える。戸数
減少の中で非農家増加が著しい。
　同地区の居住者数は 1970 年 312 名，1980 年




　したがって 2005 年の 3 世代家族経営は 1 戸，2
世代家族経営 14 戸，1 世代家族経営が 22 戸で
あったが，2010 年にはそれぞれ 0 戸，11 戸，20
戸となっており，世代構成の変化が同時に進んで
いる。
　後継者のいる農家は 2005 年 28 戸，うち同居
22 戸，他出 6 戸，後継者なし 9 戸であったが，
2010 年には後継者のいる農家は 13 戸，うち同居
10 戸，他出 2 戸，後継者なしが 18 戸へと変化し
ている。
　農業従事者数も 1990 年の販売農家のそれは
153 人，2000 年 111 人，2010 年 89 人であり，農
業従事者の減少も著しい。
　同地区の専・兼業別農家数は，2000 年は販売
農家 36 戸のうち専業農家 9 戸，1 兼農家 10 戸，
2 兼農家 17 戸であった。2010 年の販売農家 31 戸





よれば 1970 年に茶園 20.3 ha であったものが
1980 年 27.6 ha，1990 年 29.1 ha，2000 年 に は
35.2 ha へと増加してきた。茶への依存を高めた
農家が多く存在し，工芸作物を販売金額 1 位とす
る部門別経営体数は 2000 年 31 戸，2010 年には
販売農家 31 戸のうち 23 戸を数える。
　とはいえ複合経営農家も 2000 年 7 戸，純単一
複合経営農家は 5 戸を数える。2010 年も複合経
営 7 戸，純単一複合経営 5 戸であった。
　茶以外には施設野菜を販売金額 1 位とする部門
別経営体数が 2 戸，花き・花木を販売金額 1 位と
する部門別経営体数も 2 戸であった。2010 年も
それぞれ同様の数値を示している。







は 40.36 ha である（第 2 表）。同地区の茶生産の





















にＢ工場が設立され，1973 年には C 工場が設立
された。地区内でもっとも新しく，1991 年に設
立されたのが個人工場のＤである。Ａ，Ｂ工場は
集落を規範として同地区内 3 集落のうちの 2 集落
にそれぞれ設立された。Ｃ工場は血縁者を中心に
設立，運営されているが 3 集落のうちの 1 集落と























茶園計 直かぶせ茶 せん茶 玉露
① 専 A：3 455 450 250 200 0 120 0 5 E 生葉買上 W 組合員 茶
② 専 A：4 450 450 340 30 80 300 0 A 500 W 組合員 茶 + シイタケ + 丸太
③ 専 A：2 256 200 120 60 20 100 55 1 B 200 U 組合員 茶 + シイタケ
④ 専 A：3 200 200 80 115 5 0 D ‒ V 茶 + 茶小売
⑤ 専 A：3 265 190 80 80 30 95 26 49 C 187 U 茶 + 野菜
⑥ 2 兼 C：3　D：1 180 180 110 70 0 55 B 120 T 組合員 茶 + 勤務
⑦ 専 A：2 212 160 60 100 3 25 30 20 B 118 T 組合員であり加工に自信がある 茶 + キク
⑧ 専 A：2 183 160 100 20 30 110 23 B 240 U 組合員 茶 + 山林
⑨ 専 A：2 165 150 40 100 0 110 10 B 200 U 組合員であり，自ら加工できる 茶 + 茶小売
⑩ 2 兼 A：2，B：1 164 140 55 55 30 60 22 2 C 149 U 組合員 茶 + 後継者勤務
⑪ 1 兼 A：2 160 140 70 50 20 55 10 10 A 100 U 組合員 茶 + 山林
⑫ 2 兼 A：2，D：1 165 130 90 15 25 11 30 5 A 86 T 組合員，共同工場は皆でつくったもの 茶 + 後継者自営
⑬ 2 兼 A：2 165 130 80 10 40 0 20 15 A 120 組合員 茶 + 自営
⑭ 専 A：2 135 120 40 80 0 50 15 A 200 組合員 茶 + 野菜
⑮ 専 A：3 120 100 70 15 15 35 0 20 A 65 T 組合員 茶 + イチゴ
⑯ 1 兼 B：1 120 100 65 30 5 25 20 B 50 T 組合員 茶 + 自営
⑰ 専 A：1　B：1 172 90 20 55 15 45 67 15 B 65 T 組合員 茶 + 野菜
⑱ 1 兼 A：2 150 90 66 20 4 52 45 15 B 103 T 組合員 茶 + 野菜
⑲ 専・老 A：2 144 86 50 30 6 27 45 13 DE 他 80 T 茶 + 野菜
⑳ 2 兼 A：1， C：1， D：1 89 80 30 30 20 0 7 2 A 50 T 組合員
茶 + イチゴ +
後継者勤務
㉑ 2 兼 A：2 102 70 40 30 0 0 30 2 D 60 S 茶 + 後継者勤務
㉒ 2 兼 C：2 70 70 20 15 35 0 0 A 36 S 組合員 茶 + 勤務
㉓ 専 A：3 110 50 30 0 20 0 20 40 A 45 S 組合員 茶 + キク
㉔ 2 兼 D：2 73 50 25 25 0 0 20 3 C 40 S 茶 + 勤務
㉕ 専・老 A：1 70 50 5 25 20 1.5 15 5 A 52 S 組合員 茶
㉖ 2 兼 A：2 65 50 50 0 0 7 15 A 45 S 組合員，共同工場は皆でつくったもの 茶 + 後継者勤務
㉗ 2 兼 C：2 58 50 10 40 0 0 6 2 A 20 S 組合員 茶 + 後継者勤務
㉘，2 兼 B：2 51 30 0 30 0 1.5 20 D 18 S 血縁による 茶 + 勤務
㉙ 2 兼 A：1 35 30 15 0 15 0 0 5 A 30 S 元組合員であるため 茶 + 後継者勤務
㉚ 2 兼 D：1 30 30 0 30 0 0 B 11 S 組合員 茶 + 後継者勤務
㉛ 専・老 A：2 30 30 10 15 5 0 0 A S 組合員であるため 茶
㉜ B：1 30 30 0 A 組合員 茶
㉝ 専 A：4 97 25 0 25 0 0 35 35 B 16 S B に雇用されている 茶 + キク
㉞ 老 B：1 45 20 10 10 0 2 25 B 40 S 組合員 茶
㉟ 2 兼 D：2 38 20 0 3 17 0 15 3 A 16 組合員 茶 + 自営
㊱ 2 兼 C：2 35 20 0 20 0 0 10 5 C 10 茶 + 勤務
㊲ 2 兼 C：1 30 10 5 5 0 0 0 10 D 10 S 少量でも加工可能 茶 + 勤務
㊳ 2 兼 D：:2 29 10 0 10 0 0 15 4 C 5 S 茶 + 自営
㊴ 2 兼 D：1 17 10 0 10 0 0 7 A 6 S 村内のつきあい 茶 + 勤務
㊵ 老 D：1 13 10 0 10 0 0 0 3 C 7 S 血縁による 茶
㊶ 2 兼 C：1 10 10 0 10 0 0 D 8 距離的に近いため 茶 + 勤務
㊷ 2 兼 D：1 10 10 0 10 0 0 30 A 元組合員であるため 茶 + 勤務
㊸ 2 兼 D：1 24 4 0 4 0 0 20 D 茶 + 後継者勤務
㊹ 老 D：1 5.5 1.5 0 1.5 0 0 4 A 村内のつきあい 茶
資料：聞き取り調査による
注 1）専：専業農家，1 兼：第 1 種兼業農家，2 兼：第 2 種兼業農家，自営：自営兼業農家，老：高齢農家，をそれぞれ示す。
　 2）家族労働力 A は農業に年間就業，B は農繁期のみ農業就業，C は休日のみ農業就業，D は休日等のみ農業就業，をそれぞれ示す。
    3） 茶工場 A，B は集落共同製茶工場，茶工場 C は血縁に基づく共同製茶工場，D は同地区内の個人工場，E は集落規範外の再編
工場をそれぞれ指す。
　 4）生葉買上は，工場が査定後，生葉を買い上げることを意味する。





　1991 年当時のＡ工場の組合員数は 19 戸，従業
員数は 12 名である。Ｂ工場の組合員数は 11 戸，
従業員数は 9 名である。C 工場の組合員数は 4 戸，
従業員数は 4 名である。調査対象農家の 2001 年
の A 工場の組合員数は 15 戸，組合員の茶園面積
は 1,500 a，同様に B 工場の組合員数は 10 戸，組
合員の茶園面積は 1,090 a である。C 工場の地区




























茶販売額の大きさは，概ね茶園面積 140 a 程度が
一つの基準点になると思われる。荒茶販売額 500
万円以上の階層はすべて茶園面積 140 a 以上であ
る。茶園 140 a 以上の農家は茶専作もしくは茶と
他作目との複合経営によって専業的経営を維持し















































































































































～1983 年には 6 万 1,000 ha に達しピークを迎え
た後，栽培面積が減少に転じ，2002 年には 5 万
ha を下回った。2017 年には高度経済成長期前の
水準である 4 万 2,400 ha にまで減少している。茶
栽培面積の変化に伴って荒茶生産量も変動し，
1975 年には 10.5 万 t へと増加したが，2009 年に
は 8.6 万 t へと減少し，2015 年の生産量は 7.9 万
t になり 8 万 t 水準も下回ることになった。
　その要因は，茶価格の低迷，低下傾向によるも
のである。1 番茶価格は，1980 年代は概ね 1 kg
当たり 2,000 円台後半で推移し，1989 年のそれは
3,060 円を記録した。それ以降，2017 年に至るま




の変化は 1 番茶だけでなく 2 番茶，3 番茶の価格
の低迷，低下はより著しい。2 番茶は 2006 年に
1 kg 当たり価格が 1,000 円を下回って以降，回復
の兆しがみられず，3 番茶価格も同様である。茶
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《注》
（ 1 ） 2010 年 2 月 1 日に，黒木町は立花町・矢部村・
星野村とともに八女市に編入合併した。
（ 2 ） いくつかの製茶工場を統合することを指す。再
編に際しては，農事組合法人化して補助や融資を
受けやすい組織にすることが多い。




（ 4 ） 茶の生葉を一次加工したものであり，通常，農
産物としての茶は荒茶を指標として生産量を示
す。
（ 5 ） 1 番茶との価格差が拡大していったため，4 番
茶生産を中止する農家が多く，統計上，近年の 4
番茶価格の把握も行われなくなっている。
（ 6 ） 荒茶生産量は茶園面積だけでなく，摘採回数に
よっても変動する。













（ 8 ） 玉緑茶は製茶の最終工程を省略したものであ
り，「グリ茶」とも呼ばれる。





















（13） 玉露，直かぶせ茶，せん茶ごとに生葉 1 kg 当
たりの製茶委託の基準価格が黒木町茶生産者組織
で毎年，設定されている。
（14） 荒茶加工に比べて，仕上げ茶加工のための機械
装備は比較的軽微であり，単独で所有することも
可能である。
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